
●職業生活に関する機会の提供についての実績

(1) 管理職に占める女性職員の割合の目標と達成状況・各役職段階に占める女性職員の割合

●職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備についての実績

(1) 男性職員の育児休業等取得率の目標と取得状況

※「育児休業等取得率」とは育児休業、育児部分休業、育児短時間勤務の取得者数の合計取得率をいう。

R4年度

20.3% 21.4%

R3年度

　沖縄県教育委員会では、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第

64号。以下「女性活躍推進法」という。）及び次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120

号。以下「次世代法」という。）に基づき「沖縄県教育委員会特定事業主行動計画～仕事と家

庭の両立を支援し、男女がともに協力し活躍できる職場を目指して～」（以下「行動計画」と

いう。）を策定・実施しています。今般、女性活躍推進法第19条第６項及び次世代法第19条第

５項の規定に基づく、行動計画の実施状況を以下のとおり取りまとめましたので、公表いたし

ます。

　あわせて、女性活躍推進法第21条の規定に基づき、沖縄県教育委員会における女性の活躍状

況を公表いたします。

　沖縄県教育委員会事務局職員及び県立学校に勤務する職員並びに市町村立学校に勤務する県

費負担教職員を対象とします。

30% 20.6%
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20.7% 22.5%

目標（R7年度）

26.0％以上管理職割合

本庁課長相当職

本庁課長補佐相当職

★参考　R1年度
（目標設定時点の数値）

目標（R7年度） R3年度

9.9%育児休業等取得率

沖縄県教育委員会特定事業主行動計画の実施状況及び

沖縄県教育委員会における女性の活躍状況の公表（令和５年３月公表）

目 的

対 象

実施状況



＜参考＞

令和３年度中に新たに育児休業等を取得した男性職員の承認期間別取得人数

①育児休業

②育児部分休業

③育児短時間勤務

(2) 男性職員の子育て参加のための特別休暇取得率の目標と取得状況

(3) 時間外勤務縮減の目標と達成状況

(4) 年次有給休暇の平均取得日数の目標と達成状況

目標（R7年度）

県立学校 15日以上 14.8日

事務局 172.1時間

県立学校 3.9%

14.5日

各所属における時間外勤務時間　１割削減
（基準値　172.1時間）

月80時間超える時間外勤務時間を行う教職員ゼロ

育児参加休暇
1日以上の取得率

100%
46.9%

★参考　R1年度
（目標設定時点の数値）

R3年度目標（R7年度）

事務局 15日以上

２年超え
２年６月
以下

２年６月
超え

0人 0人 0人 0人

５年超え

0人 0人

承認期間 １年以下

合計

取得人数 37人 29人 3人 0人 0人 0人 69人

承認期間 ６月以下
６月超え
１年以下

１年超え
１年６月
以下

１年６月
超え
２年以下

★参考　R1年度
（目標設定時点の数値）

R3年度

１年超え
２年以下

２年超え
３年以下

３年超え
４年以下

合計

0人

取得人数 0人 0人 0人 0人 0人

△6.3％
（△10.8ｈ）

2.0%

14.6日

15.3日

出産補助休暇
1日以上の取得率

100%
66.6%

目標（R7年度）

★参考　R1年度
（目標設定時点の数値）

R3年度

４年超え
５年以下

合計

取得人数

79.3%

55.4%

承認期間 ３月以下
３月超え
６月以下

６月超え
９月以下

９月超え



●主な取組

(1) 勤務時間適正管理

(2) 時間外勤務の縮減及び事前命令の徹底

(3) 年次休暇及び連続休暇等の取得促進

(4) 育児休業

　令和３年度実績について、行動計画における目標設定時点（令和元年度）の数値と比較した

場合、女性の管理職登用率は2.3％増加しました。男性職員の育児休業等取得率は10.7％増加、

出産補助休暇は12.7％減少、育児参加休暇は8.5％減少しました。時間外勤務の縮減について

は、事務局で6.3％の減少、県立学校で1.9％減少しました。年次有給休暇の平均取得日数は、

事務局で0.1日増加、県立学校で0.5日増加しました。

　男性職員の出産補助休暇等は、減少傾向となっているため、休暇制度の周知や取得しやすい

環境づくりへの取組等が、一層必要となっています。また、県立学校の年次休暇の平均取得日

数については、目標値を達成しており、実施した取組の効果が得られたと考えます。

　沖縄県教育委員会においては、今後も行動計画に基づき、子育てに関する各種制度の周知や

時間外勤務の縮減、年次有給休暇等の取得促進、人事異動等についての配慮等に取り組み、職

員の仕事と子育ての両立及び仕事と生活の調和を、職場全体で推進していきます。

  時間外勤務の上限及び教職員の在校等時間の上限が定められた事を踏まえ、職員一人一人の

勤務実態を適正に把握するため、事務局及び県立学校においては導入した勤務管理システムに

よって正確な在勤（校）時間の把握をしています。

　子育てに関する休暇、休業及び給付等の各種制度を掲載した「両立支援ハンドブック」を周

知し、職員の仕事と私生活の両立支援を図りました。

  仕事と家庭の両立を支援するため、週に1回の定時退勤日「ノー残業デー」を設定する等、時

間外勤務縮減に向けた取組を行いました。

　また、時間外勤務命令については事前命令とし、必要性を確認のうえ不要不急の業務につい

ては翌日以降に回す等、管理職は時間外勤務の縮減に努めました。

　管理職は、職員の年次休暇の取得状況を把握するとともに、休暇制度等の周知を図り計画的

な取得を指導しました。

　また、学校においては、８月第２週を「リフレッシュウィーク」と位置づけ、その期間は研

修会や部活動の大会等を実施しないようにするとともに、期間中の水・木・金曜日を学校閉庁

日とし教職員が連続休暇を取得しやすい環境を整えました。

今後の取組


